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管轄権受諾宣言
アスパトリア共和国とライダル王国は、合意によって現在の論争を国際司法裁判所に提出する。両当事国は、合意の一部として、提出されるコンプロミの内容に同意した。この論争におけるすべての関係者は、国際司法裁判所の強制的な管轄権を受け入れた。すべての当事者は、国際司法裁判所の判断を最終的で拘束力のあるものと認め、完全に誠意をもってそれを実行する。
問題提起

Ⅰ.ウインドスケール諸島（以下、諸島）の主権は属するかどうか。
Ⅱ.ライダルは国際法上、諸島の独立を実行させる行程を踏むことが認められているかどうか。

Ⅲ.ライダルがMDR の入札を拒否したことが、Aspatria-Rydal BIT（以下、BIT）に違反するかどうか。
Ⅳ.ライダルは、アスパトリアにおけるライダル企業の資産を保護するために、BITを援用する地位を有するかどうか。
Ⅴ.アスパトリアによるALECの資産の差し押さえが、BITに違反するかどうか。
事実の概要
18世紀末、南半球にあるウインドスケール諸島（以下、諸島）は、諸島から約7500マイル離れた北半球の先進国であるライダルのパリッシュ船長に最初に発見された。船長は航海日誌に“1777年12月6日、居住地であった痕跡のない諸島を発見し、ライダル旗と諸島におけるライダル王と後継者の主権の宣言を残した”と記録した。

1778年、北半球の先進国であるプラムランド王国の船が、諸島を偶然見つけた。プラムランドは、植民地であり諸島から最も近い国であるアスパトリアの中尉を用い、要塞と入植地をひとつの島に設置させたが、彼らはアスパトリアの内乱のために諸島を去り、内乱鎮圧後も戻ってこなかった。
1813年、諸島で難破したアイクトン提督率いる海軍船の生存者達が諸島に居住地を建てた。また1815年、奴隷船が諸島に漂着し、アイクトン提督は、船員と奴隷たちが難民であることを宣言した。船員は奴隷たちと共にライダルのコンスタンス女王に忠誠を誓った。

1817年、アスパトリアから派遣されたクローク司令官が諸島にやってきたが、アイクトン提督は、クローク司令官に即座に去るか、逮捕を受け入れなければならないことを告げると、司令官は去ることを選んだ。
1819年3月、女王コンスタンスから諸島の総督に任命されたウィルキンソン海軍副将官率いる船が、ライダルから出航した。同年、アスパトリア総督領内で独立運動が発生し、独立宣言書が起草、調印された。なお、ライダルは1827年に、プラムランドは1839年にアスパトリアの独立を認めている。
1821年、1814年から戦争していたプラムランド、ライダル間で和解が成立。後に批准されたグレート・コービー条約には、諸島の権利を女王に譲渡する旨の条項が含まれた。しかし、アスパトリアは、独立時にウティ・ポシデティス原則により諸島の権利を所有したため、この条約は無効である旨を定期的に訴えていた。しかし、1880年から1910年の間、アスパトリアは、諸島に関する異議申し立てを全くせず、諸島の支配を主張する努力をしなかった。

1945年、ライダルは国際連合の原加盟国となった。ライダルは諸島を非自治領域に指定し、諸島に関する報告を事務総長に定期的に伝達することで、国連憲章73条の下での義務を果たした。また1947年、ライダルは諸島に、他の植民地と同様の待遇を認める憲法を与え、立法議会に天然資源の開発を含む統治支配権を与えた。

1962年の創設以来、植民地独立付与宣言の履行状況に関する国連特別委員会は、諸島に対する権利の競合問題を取り上げ、1980年代、諸島の代表団はライダルの一部のままでありたいとの願望を表した 。
1985年、アスパトリアとライダルは投資の促進と互恵保護に関する条約（以下、BIT）を交渉、締結し、同年効力が発生した。

1997年、諸島周辺で油田が発見された。石油発見は諸島の独立運動を活気づけた。
ROCOはライダルに設立された世界的な多国籍エネルギー会社である。事業形態はアスパトリアに設立されたALECを含め沢山の子会社等を含んでおり、ROCOはALEC株の80％を所有している。
モンテ・ローザの会社は、MDRというアスパトリア企業である。2003年、MDRは石油採掘の独占許可をアスパトリア政府に求め、認められた。この決定にライダルの首相は抗議した。アスパトリア政府の許可にも関わらず、モンテ・ローザとMDRは何年にもわたり、諸島の海盆からの石油の採掘に何の処置も行わなかった。

2006年12月、諸島議会代表のクレバン首相は、ライダル政府による諸島の油田開発権に関する入札募集と議会案承認を発表した。議会の委員会は入札を評価し、議会本会議に対する勧告を行い、最終決定は諸島のブラック総督の同意と議会の多数票によってされる。

議会はROCOとMDRの入札を受け取り、20対15でMDRの入札を認めたが、ブラック総督はアボット首相と協議後、署名保留を公表し、立法議会に勧告の再審議を依頼した。その結果、立法議会はROCO入札を是認した。ブラック総督は勧告に署名し、クレバン首相はROCOと最終契約交渉に着手することを公表した。その後、アスパトリアの公訴局長官は、ALECがアスパトリア企業の天然資源に関する排他的な政府許可または特許に関する、天然資源法（NRA）に違反すると公訴。行政訴訟を提起してALECのアスパトリア領土内の全財産が差し押さえられた。ALECの弁護団は、すぐにアスパトリア最高行政裁判所に命令取消を求めたが、訴えは認められなかった。
その後、検察官対ALEC事件には依然最終決定が下されず、ALECの弁護団は、2008年、“裁判の緩慢さは「一時的な」差し押さえが事実上永久的であることを意味し、その間ALECは収益の何百万をも失う”と訴えた。同年、アボット首相もレーヴィン大統領に、押収は国際法上不法であり、BIT違反だと断言した。
MDR入札承諾のブラック総督の拒絶は、諸島全域で抗議を巻き起こした。2008年、国民投票を行ったところ、独立賛成多数であったため、クレバン首相は、諸島独立への要望に効果を与えるために、立法議会の開会の予定を立てた。
2009年2月1日、アボット首相はレーヴィン大統領に“アスパトリアの違法な刑事訴追とALECの資産の差し押さえは、ROCOの資源利用を不可能にした。ライダルはアスパトリアが所有しない資産の利用権を尊重するつもりはなく、これは領土主権と島民の自己決定権の問題も関連している。したがって、両政府が国際司法裁判所に対するコンプロミの提出に向け、交渉を始めよう。”との外交書簡を送り、大統領はこれを受け入れた。

主張概要
Ⅰ.ライダルはウインドスケール諸島（以下、諸島）の独立を実行する措置をとることを、国際法によって許可される。

A.諸島に対する主権はライダルに属する。なぜなら、ライダルの諸島に対する主権は実効的支配によって確立されたためである。また、仮にアスパトリアが独立できていたとしても、ウティ・ポシデティスの原則が適用されないため、諸島はプラムランドからライダルに割譲される。
B.ライダルは諸島を非自治地域と認定でき、非自治地域である諸島の島民は人民であり、人民である諸島の島民は自決権を有する。人民の自決権は独立を含むので、ウインドスケール島民は、彼らの自決権の行使として、独立する権利がある。
Ⅱ.MDR入札におけるライダルの不認可は、Aspatria-Rydal BIT（以下、BIT）に違反しない。

A.MDRの入札、及びMDRは、BIT上の「投資」に該当しない。MDR入札は、投資の形態、及び性質を持たず、MDRも形態は当てはまるものの、性質が投資の要件にあたらない。また、MDRはBIT上の「締約国の投資家」にあたらない。諸島の主権は当然ライダルに属しているが、アスパトリアの今までの主張に沿えば、MDRの石油採掘事業は「他方締約国の領域内で投資を行おうとする」という要件を欠くためである。

B.仮にMDRの入札、及びMDRがBIT上の「投資」あるいは「締約国の投資家」にあたるとしても、BIT 4条、内国民待遇に違反しない。国内企業であるROCOと外国企業のMDRとは「同様の状況下」になく、ライダルの領域内にある天然資源に関する措置には正当性も合理性もある。

C.仮にMDR入札、及びMDRがBIT上の「投資」にあたるとしても、ライダルの行為に、公正・衡平待遇違反を公正する要件はない。したがって、ライダルによるMDR入札の不認可はBIT 5条に違反しない。
Ⅲ.ライダルにはアスパトリアでライダルの企業の財産を保護するためにBITを援用する地位がある。そして、そのような財産の押収はBITの違反である。

A.ALECは、ライダル企業であるROCOの「投資」であるため、BITを援用して外交保護権を行使することができる。BIT 13条を援用すれば、アスパトリアはICJの管轄権行使を受諾しなければならない。よって、ライダルにはアスパトリアでライダルの企業の財産を保護するためにBITを援用する地位がある。

B.まず、アスパトリア政府による訴訟手続きに付随したALECの全財産の差し押さえは、BIT 6条に規定される要件を満たし、間接収用に該当する。また、仮に当該措置の「目的」、「実効的補償の有無」の観点から、BIT 6条(a)における収用もしくは間接収用を構成しない要件には該当せず、違法な間接収用を構成する。さらに、当該措置の「態様」の観点から、BIT 6条(b)における間接収用を構成しない要件には該当せず、違法な間接収用を構成する。以上のことから、アスパトリア政府の措置はBIT 6条に反する。
主張（本文）

Ⅰ.ライダルはウインドスケール諸島（以下、諸島）の独立を実行する措置をとることを、国際法によって許可される。

Ⅰ-A 諸島に対する主権はライダルに属する。

Ⅰ-A-1.諸島に対する主権はライダルに属する。

　領域権限の取得態様のひとつに発見がある
。発見は、現在ではそれのみでは領域権限とは認められていない
。しかし、パルマス島判決では、発見は未成熟の権限とされており
、合理的な期間内に実効的支配によって補完されれば、確立した権限となりうるとされている
。この「合理的な期間」とは、その土地が政治上有効なものであるか、時間や労力をかける価値のあるものかを確かめる期間のことであって、再度先占するための時間も含む
。この期間の具体的な年数に関しては、25年がひとつの区切りであるとする学者もいるが、各ケースにより25年でも長すぎることもあり、短すぎることもあると、学者の間で議論されている
。

本件において、ライダルのジェフリー・パリッシュは1777年12月6日、諸島を発見した
。また、パリッシュは航海日誌において、発見の事実を記録している
。これにより、ライダルはウインドスケールに対して未成熟の権限を持つこととなる。

その後、1778年から1799年まで、諸島はアスパトリアによって使用されていたものの
、1813年9月6日からライダルによる平穏かつ実効的支配が開始された
。

次に合理的な期間が、本件においては議論されている25年では足りず、1777年から1813年の36年という期間が妥当な範囲内であることを確認する。

ライダルが諸島を発見した18世紀後半、まだ蒸気船は一般的なものではなく、帆船が多く利用されていた
。帆船とは風を動力に動くものであり、ライダルから諸島までの7500マイルという距離を航行するには大変な時間が掛かることが予測される。また、ライダルは世界中に多くの植民地を作っており
、それらの統治にも時間を割かなくてはならず、諸島が政治上有効なものであるか、時間や労力をかける価値のあるものであるかどうかなどを検討するのに時間がかかった。

これらの事実より、本件において「合理的な期間」は、ひとつの区切りであるとも考えられている25年では足りず、36年は妥当な範囲内であると言える。

これにより、合理的な期間内に実効的支配によって発見の未成熟の権限は補完され、確立した権限となる。
よって、諸島に対する主権はライダルに属する。

Ⅰ-A-2.仮に、アスパトリアが1819年11月2日に独立できていたとしても、ウティ・ポシデティス原則は適用されず、グレート・コービー条約に基づき、諸島はプラムランドからライダルに割譲される。

ウティ・ポシデティスの原則とは、植民地の独立に際して植民地の旧行政区画を新独立国の国境とする原則である
。この原則は植民地からの本国の撤退に伴う新独立国間の国境紛争の発生を防止し、その独立と安定を維持することに最大のねらいがある
。

本件において、アスパトリアのグライズデイル号が諸島にやってきた際、島民はライダル国民であるアイクトンへ伝令を出し、グライズデイル号を追い払った
。もし仮に、ウティ・ポシデティスの原則を適用して、諸島がアスパトリアの領土となっては、諸島の島民の希望とは異なるため、両者が対立することは容易に想像できる。つまり、ウティ・ポシデティス原則の最大のねらいである、「独立と安定を維持すること」を満たさないならば、適用する意味はなくなり、本件においてはこの原則の適用が適切ではないことになる。

以上の事実を理由に、仮に、アスパトリアが1819年11月2日に独立できていたとしても、ウティ・ポシデティス原則は適用されず、グレート・コービー条約に基づき、諸島はプラムランドからライダルに割譲される。

Ⅰ-A-3.仮にアスパトリアが諸島の主権を持っていたとしても、ライダルは諸島に対する主権を時効により取得する。

時効取得とは、国家が他国の領土に対して長期間、平穏かつ継続して支配権を行使した結果、これを取得することである
。この時効取得の要件として、領有意思、平穏かつ実効的占有、長期間他国から妨害されない占有が必要となる
。まず、領有意思とは、主観的要件で、当該地域を国家の版図に編入する旨の宣言も領有意思の表明となる
。次に、実効的占有とは、今現在では領土に旗を立てるなどの象徴的な行為では足りず、法律を施行するなどの当該地域に対する支配権の確立を必要とされているが、19世紀前半までは物理的占有が重視されていた
。

本件において、ライダルのジェフリー・パリッシュは1777年12月6日、諸島発見時において、領有の意思を航海日誌に記し、当該地域を国家の版図に編入する旨の宣言を行っている
ため、領有意思を行っていることになる。また、1813年からライダルのアイクトン提督は諸島に上陸し、難破船の救出・島の調査・土地の開墾などの物理的占有を行っていた
。これに対し、アスパトリアは1827年より、定期的に諸島に対するアスパトリアの宣言を繰り返した
が、1880年から1910年の30年もの間、諸島に関する異議申し立てを全く行わなかった
。この間に諸島で争いがあったなどの事実はなく、ライダルは諸島を1813年9月6日より継続して支配している。

これらの事実により、仮にアスパトリアが諸島の主権をもっていたとしても、ライダルは諸島に対する主権を時効により取得する。

Ⅰ-B.ウインドスケール島民は、彼らの自決権の行使として、独立する権利がある。

Ⅰ-B-1.諸島は非自治地域である。

国連憲章11章73条は、非自治地域を「人民がまだ完全には自治を行うには至っていない地域」と定義し、国連加盟国に「この地域の住民の利益が至上のものであるという原則を承認し、且つ、この地域の住民の福祉をこの憲章の確立する国際の平和及び安全の制度内で最高度まで増進する義務
」を課している。
ここで言う国連加盟国の「非自治地域」に対する責任とは、国連憲章73条(e)によると、非自治地域の施政国が、国連事務総長に対して定期的に情報を報告する
ことによって果たすことができる。総会決議1541は国連憲章73条(e)による情報送付の義務の有無を決定する加盟国指導原則であることを提起した。この原則Ⅳによると、加盟国には、施政国から地理的に分離し、人種的及び文化的に異なる地域については情報送付の義務
がある。そして、第11章の下の義務を果たすべき地域の最終決定権は、国連加盟国でもある施政国にある
。

本件において、諸島はライダルから7500マイル離れている
ことから、地理的に分離していることは明らかである。また、ライダルは1945年の国連加盟時に、諸島を非自治地域であると指定し、かつ諸島に関する報告を事務総長に対して定期的に伝達していた
。したがって、ライダルは、国連憲章73条上の義務を果たしていることから、最終的に諸島が非自治地域であることを当然に決定できる。

よって、諸島を非自治地域と認定できる。

Ⅰ-B-2.非自治地域に住む島民は自決権行使の主体となる人民である。

非自治地域に住む島民は自決権行使の主体となる人民である。立証に際し、第一に、非自治地域に住む島民は人民であること、第二に、人民ならば自決権を有することを論ずる。
Ⅰ-B-2-a. 第一に、非自治地域に住む島民は人民である。

自決権の権利主体を特定する際の困難は、国連総会の実行によって緩和されてきた。例えば、総会決議1542において、国連憲章11章の意味における非自治地域を特定することによって、その地域に住む住民を、自決権の権利主体である人民と認定した
。

本件では、諸島が非自治地域であると認定された
。諸島が非自治地域であるなら、その地域に住む住民は自決権の権利主体である。したがって、非自治地域に住むウインドスケール島民は人民であると認定できる。
Ⅰ-B-2-b.第二に、人民ならば自決権を有する。

まず、人民の範囲について検討する。国連憲章1条2項によれば、国際連合の目的の一つは、「人民の同権及び自決の原則の尊重に基礎をおく諸国間の友好関係を発展させること」にある。憲章55条及び56条は続けてこの概念を発展させている。西サハラ事件の勧告的意見では、これらの規定が、国連憲章11章の対象とする非自治地域に関係する
、とされた。したがって、前文に言う「すべての人民」並びに1条2項及び55条にいう「人民」は、国連加盟国のみならず、少なくとも、「国連加盟国の施政下のある植民地（非自治地域を含む）人民」をも含み得る
。本件では、ライダルは1945年に国際連合の原加盟国となり
、1947年にはライダルの他の植民地と同等の憲法を与える
など、諸島を非自治地域として施政下においている。このことから、国連加盟国であるライダルの非自治地域である諸島の島民は、国連憲章の自決権の主体となる人民となる。
次に、人民の権利として自決の原則が認められるか検討する。1960年に出された植民地独立付与宣言
2項には「全ての人民は、自決権の権利を持ち」とあり、1970年には、友好関係原則が宣言され、自決権を国際法上の原則の一つとして確認した。友好関係原則
は植民地独立付与宣言の諸規定をより具体化し
、非自治地域は「施政する国の領域とは分離した別個の地位を有する」とした。また「この地位は植民地または非自治地域の人民が、憲章、とくにその目的、または原則に従って自決権を行使するまで存続する」としている。本件において、友好関係原則からも非自治地域である諸島はライダルとは別個の地位にあり、自決の原則が適用されることとなる。よって、ウインドスケール島民の自決権が国際法上確立したものと考えられる。

ナミビア事件の勧告的意見においては、裁判所は「国際連合憲章の中で確認されたような、非自治地域に関する国際法のその後の発展によって、自決に関する原則は、全ての非自治地域に適用されることになった」
と述べている。したがって、自決権の主体に関しては、国連憲章11章に定める非自治地域、つまり植民地に対して自決原則が適用されることを認めている。後の、西サハラ事件の勧告的意見でも、ナミビア事件の勧告的意見を引用して非自治地域である西サハラ地域の人民の自決権を認めることを肯定している
。これらのことからもわかるように、非自治地域に住む人民は自決権を有すると示されていので、本件の諸島の島民にも同様に自決権が認められるべきである。
以上により、非自治地域である諸島の住民は人民であり、自決権を行使して独立することができる。
Ⅱ.MDR入札におけるライダルの不認可は、Aspatria-Rydal BIT（以下、BIT）に違反しなかった。
Ⅱ-A.MDR入札及びMDRは、BIT上の「投資」及び「締約国の投資家」にあたらない。

Ⅱ-A-1.MDR入札、及びMDRはBIT上の「投資」にあたらない。
　BITでは、「投資」を「投資の性質を有する投資家のあらゆる資産を意味する。投資としての性質は、資本又はその他の資産の提供、利得又は利益の期待、リスクの引受を含む。投資の形態は以下のものを含む。(a) 企業、(b) 株式、出資及びその他の形態の企業の持分、(c) 免許、承認、許可及び適用可能な国内法により与えられる類似の権利。」と定めている。
Ⅱ-A-1-a.第一に、MDR入札はBITの「投資」にあたらない。

まず、入札という形態はBIT上、投資の形態に含まれていない。

そして、MDR入札は投資の性質である、「資本又はその他の資産の提供、利益又は利益の期待、リスクの引受」には当たらないことを以下に論じる。

本件において、MDRは入札段階で不認可を受けている。入札段階において、ライダルが入札希望企業に課している要件は、ライダルにおける登録事務所の設置と、戦略的な計画などの書面のみ
であり、MDRは「資本又はその他の資産の提供」をしてはいない。さらに、クレバン首相によって、入札の過程は開かれており、競争的なものだと公表されている
以上は、MDRがライダルによる認可以前に「利得又は利益の期待」を得ることは当然にできない。また、ライダルに認可されていないMDRが、入札過程において入札辞退をしたとしても、その際にライダルはMDRに対して責任を負わせることはない。したがって、本件には「リスクの引受」も存在していない。

以上により、MDR入札はBIT上の形態、及び性質を含まず、BITの「投資」にはあたらない。

Ⅱ-A-1-b.第二に、MDRはBIT上の「投資」にあたらない。

MDRはアスパトリアの企業であるから、形態はBITの(a)企業にあたる。しかしながら、MDRの性質はBITの「投資」にはあたらない。

MDRは南半球のいたるところにある石油・石炭、その他の燃料資源を精製するビジネスを行っており、他のライダル諸企業の証券や、他の投資財産から継承される多様なポートフォリオを保持している
。つまり、MDRは諸島における当該石油採掘事業のために設立された企業ではなく、たとえライダル国内に登録事務所を設立したとしても、その登録事務所はアスパトリア外の多くの国におけるMDRの事業拠点のひとつにすぎない。加えて、ライダル国内におけるMDRの事業所は当該入札のために設立されたものではない。よって、モンテ・ドゥ・ローザがMDRに対し「資本又はその資産の提供」「利益又は利益の期待」「リスクの引受」をしていたとしても、それはあくまでも諸島の石油採掘を主たる目的として行った行為ではなく、BIT上の「投資」の性質には該当しない。

したがって、MDRはBIT上、(a)企業の形態にはあたるものの、その性質においてBITの「投資」に該当しない。

以上より、MDR入札、及びMDRはBITの「投資」にあたらない。
Ⅱ-A-2.これまでのアスパトリアの主張に沿えば、MDRはBIT上の「締約国の投資家」にあたらない。

　BITでは、「締約国の投資家」を「締約国若しくはその公的企業、または締約国の国民もしくは企業であり、かつ、他方締約国の領域内で投資を行おうとする、行っている、又は既に行ったものを指す。」と定義づけている。

　諸島にライダルの主権があることは、前述したとおり
である。したがって、油田のある諸島の基準線200海里の範囲は当然にライダルの排他的経済領域
となる。また、MDRはBIT締約国であるアスパトリアの企業である。

　しかしながら、アスパトリアは、諸島で生れた人をアスパトリア国民とみなす
など、国連事務総長へ諸島におけるアスパトリアの主権を主張
してきた。また、アスパトリアに権限がないのにもかかわらず、国内法であるNRAに基づいて、MDRに諸島の石油採掘における独占許可を与えている
。つまり、アスパトリアは諸島における石油採掘事業を自国の領域における事業だと考えている。

つまり、アスパトリアがこれまで行っていた、諸島における主権の主張に沿えば、BIT上の「他方締約国の領域内で投資を行おうとする」との要件を欠くこととなるのである。したがって、もちろん我々は諸島の主権がライダルに属することを主張するが、これまでのアスパトリアの主張に沿えば、MDRはBITの「締約国の投資家」にあたらない。よって、BIT 4条のもとで保護の対象になる「締約国の投資家」に該当しない。

Ⅱ-B.仮に、MDR入札、及びMDRが、BIT上の「投資」、もしくはMDRが「締約国の投資家」にあたるとしても、ライダルは BITの4条に違反していない。
BIT 4条は「各締約国は、他方締約国の投資及び投資家に、同様の状況において、自国の投資家及び第三国の投資家に与える待遇よりも不利でない待遇を与えなければならない」と規定している。４条の内国民待遇違反を構成するためには「他方締約国の投資及び投資家」に対し「同様の状況」において「自国の投資家及び第三国の投資家に与える待遇よりも不利」な待遇を与えることが要件となる。
本件において、仮にMDRの入札が「投資」、もしくはMDRが「締約国の投資家」に当たるとした場合も、MDRとROCOは「同様の状況」になくBIT 4条違反を構成しないことを論証する。
投資協定仲裁は内国民待遇違反の判断をする際に、外国投資家とどの国内企業が「同様の状況下」にあるか否かの判断の時点において、措置の目的や効果を検討する
。Champion Trading Company事件においても、ホスト国の政策や措置の正当性・合理性の観点から国営綿企業と外国企業は「同様の状況下」にないと判決を下している
。また、この事件判決は「政府の指定する価格で綿を購入することが要件であったことを指摘し、市場価格で購入した企業と、固定価格で収集センターから購入した企業との重大な差がある」としている。これらの判断基準はそれぞれ本件における、ライダルのアボット首相と諸島の立法議会による入札選出という政府によって指定された要件、天然資源開発事業における外国企業であるMDRと、主権を持つライダルの企業であるROCOとの差異にあてはまる。
本件をホスト国の政策や措置の正当性・合理性の観点から見るに、以下の理由により国内企業であるROCOと外国企業のMDRとは「同様の状況下」になく、MDR入札におけるライダルの不認可はBIT 4条、内国民待遇違反にはあたらない。 
まず、諸島の主権はライダルにある
ことから、その措置をライダルと諸島の立法議会が自由に認可することには、当然に正当性がある
。
また、今回の入札の対象は、諸島領域における石油採掘、つまり天然資源採掘事業である。天然資源に対する恒久主権に関する決議2項によると、「そのような資源の探査、開発および処分ならびにこれらの目的のために必要とされる外国資本の導入は、人民および民族がそのような活動の認可、制限または禁止に関して、自由に必要または望ましいと考える規制および条件に合致すべきである
」とある。
本件において、諸島のブラック総督は、領域や島民の長期の生存力を保護するためには、諸島の共同体を指揮し、共通の歴史や文化、価値基準を共有するライダル企業が望ましいと示唆している
。その上で、諸島におけるライダルの天然資源開発事業のためにどの入札を採用するかは、決議によって自由な決定権を与えられているライダルのアボット首相と諸島の立法議会が判断した
。その結果として、議会が望ましいと考えたROCO入札が採用されたことには合理性がある。
以上より、ホスト国であるライダルがMDR入札を不認可とした措置には、正当性も合理性もあり、ROCOとMDRとは「同様の状況下」にない。
　したがって、BIT 4条、内国民待遇の違反にはあたらない。
Ⅱ-C.仮に、MDR入札、及びMDRが、BIT上の「投資」に当たるとしても、ライダルのMDR入札の不認可はBIT 5条に違反しない。
　BIT 5条は、「各締約国は、他方締約国の投資のみに対し、公正かつ衡平な待遇、十分な保護及び保障、並びに無差別待遇を含む慣習国際法に基づく待遇を与えなければならない。」と規定している。
5条は「公正かつ衡平な待遇」「十分な保護及び保障」「無差別待遇」「慣習法に基づく待遇」を要件とし、類似の公正・衡平待遇についての規範について、Waste Management事件判例は「国家の行為が恣意的、大幅に不公正、不正義または特異なものであり、また差別的で、かつ事業分野に由来する偏見または人種的な偏見にさらされる、または司法的な適正性の侵害をもたらす適正手続きの欠如が存在する場合」
に違反を構成するとしている。
本件において、公平・衡平待遇を定めたNAFTA1105条とBIT　5条は文言がほぼ同じであり、共に「慣習国際法に従った待遇」という文言が使用されるため、Waste Management事件判決で示された要件を用いる。本判決はその後のリーディングケースとなっている
。

以下、ライダルの行為には (a)恣意性(b)大幅に不公正、不正義または特異(c) 差別的で事業分野に由来する偏見または人種的偏見(d)司法的な適正性の侵害をもたらす適正手続の欠如のいずれもない存在しないことを論証する。
本件においてライダルは、議会の委員会が全ての入札を評価し、本会議へ勧告をした後、最終的な決定は、ブラック総督の同意を条件に、議会の多数決でなされることをアスパトリアに対しても予め公表していた。よって、ブラック総督による署名保留は、あくまでも事前に公表していた入札過程に沿ったものであり、(a)恣意性はない。

また、ライダルがMDR入札を受け取ったときに、MDRは最終的な認可合意に際し、5億ドルを前払いすることを条件のひとつとして提案していた
。仮に、その前払い金をライダルが受け取った上でMDR入札の不認可をしていたならば(b)大幅に不公正、不正義または特異であるといえよう。しかし、MDR入札の不認可時、ライダルはMDRから前払い金を受け取ってはいない。したがって、最終的な認可合意前に、ライダルが入札に関する判断を変えても(b)大幅に不公正、不正義または特異の違反要件を構成しない。

そして、ライダルが、いくつかの企業による入札から選んだ2つの中にMDR入札が含まれており
、諸島のクレバン首相は「疑う余地なく、諸島の人々にとって、経済的に魅力的である」とMDR入札を評価している
。MDR入札の不認可は、事前に公表された過程に従い、議会が正当に投票を行った結果である。議会の入札に対する評価の際、人種的偏見をもって議論された事実もない。したがって、MDR入札を不認可した過程において、ライダルの行為は(c) 差別的で事業分野に由来する偏見または人種的偏見の違反要件を構成しない。
最後に、本件は司法的な措置の段階にないため、(d)司法的な適正性の侵害をもたらす適正手続の欠如は、適用されない。アスパトリアのレーヴィン大統領と駐ライダル大使が入札過程に反対を示したことからも、アスパトリア企業であるMDRにも十分に予測可能な事態であったといえる。それを理解した上で、MDRは入札に参加していたのである。
以上より、ライダルの行為に公正・衡平待遇違反を構成する要件はなく、ライダルによるMDRの入札の不認可はBIT 5条に違反しない。

Ⅲ.ライダルは、アスパトリアにおいて、ライダルの企業の財産を保護するためにを援用する地位がある。そして、そのような財産の押収はBITの違反だった。
Ⅲ-A.ライダルは、アスパトリアにおいて、ライダルの企業の財産を保護するためにBITを援用する地位がある。
Ⅲ-A-1.ALECはAspatoria-Rydal BIT上の「投資」に該当する。
BITでは、「投資」を、「投資の性質を有する投資家のあらゆる資産を意味する。それには、資本ないしその他の資金の投下や、利得ないし利益の見込み、リスクの引受、が含まれる。また、投資の形式は以下のものを含む。(a) 企業、(b) 株式、出資及びその他の形態の企業の持分、(c) 免許、承認、許可及び適用可能な国内法により与えられる同様の権利。」
と定めている。

本件において、ライダルの企業であるROCOは、アスパトリア国籍であるALECのシェア80％の株式を所有している
ことから、「資金の投下」をしていると言える。また、ALECは1993年にアスパトリアからNRAに基づく認可を取得し、アスパトリアの行政区において、石油鉱床の使用を始め、収益を上げていた
。これによりROCOはALECから配当を得ていた
。つまり、ROCOにはALECからの「利得ないし利益の見込み」もあった。さらに、投資の形態は「出資」であるため、ALECはBIT上、ROCOの「投資」に該当する。

Ⅲ-A-2.外国企業であるALECに対してライダルは、ALECの株主である自国民を守るために外交保護権を行使できる。
外交保護権とは、自国民が他国の国際違法行為によって損害を受け、その国において通常の手続きを経て救済を得ることが出来なかった場合、国家がその自国民を保護する権利を有するという国際法の基本原則である
。一般的には、株主の本国は、自国民である株主を保護するために外交保護権を行使できない
とされている。ゆえに、原則的には、ライダルは外国企業であるALECに対して外交保護権を行使することはできない。
しかし、例外的に投資保護条約などの特別規定がある場合は、外国企業であるALECに対してもライダルは、ALECの株主である自国民を守るために外交保護権を行使できる。実際に、Barcelona Traction事件でも、投資保護条約などの特別規定があった場合は、例外的に会社の法人格を否認することができ、株主の本国は外交保護権を行使することが出来るとしている
。また、シシリー電子工業株式会社事件では、投資保護条約が存在し、さらに株主の固有の権利が間接的に侵害されている場合であったため、株主の本国による外交的保護の行使を認めた
。

シシリー電子工業株式会社事件を本件において当てはめる。まず、ライダルとアスパトリア間にはBITという投資保護条約が存在する。BIT 13条では「本条約によって与えられた権利に関して紛争が発生した場合、国際司法裁判所に請求を提起することができ、他方締約国は国際司法裁判所の人的管轄権及び事物管轄権を受諾しなければならない」と規定されている。これは、「本条約によって与えられた権利に関して紛争が発生した」という要件を満たせば、外交保護を用いて、「国際司法裁判所に請求を提起することができ」るという特別規定である。本件は、後述するBIT 6条の「投資を収用されない権利」に関しての争いであるため、ALECの株主であるROCOは特別規定であるBIT 13条の要件を満たす。さらに、ALECがROCOの「投資」に値するのは上記で述べたとおりである。シシリー電子工業株式会社事件における「株主の固有の権利が間接的に侵害されている場合」との要件も、ライダル国民がALECの株式の80％を所有することから満たしているといえる
。

よって、外国企業であるALECに対してもライダルは、外交保護権を行使するための要件を満たせば、ALECの株主である自国民を守るために権利を行使できる。
外交保護権を行使するための要件は二つある。

　一つ目は、国内救済完了の原則である。これは、被害者である私人が加害国の国内法上、利用できるすべての救済手段を尽くしていなければならない
、というものである。

　本件において、ALECはアスパトリア政府によって不当に全財産を差し押さえられたため
、その命令の取り消しを求める訴訟を提起した
。しかし、アスパトリアの法律の下では、当該命令についての上告は規律に基づき不可能であるため、アスパトリアの最高行政裁判所はこの訴えを認めなかった
。つまり、この時点で被害者であるALECは、加害国であるアスパトリアの国内法上、利用できるすべての救済手段を尽くしていることになる。

　よって、国内救済を完了しているといえる。

　二つ目は、国籍継続の原則である。国家は属人的管轄権に基づいて自国民のためだけに外交保護権を行使できるのであり、被害者である私人は、法益侵害を受けたときから国際請求時まで、継続して同一の国籍を有している必要がある
。
　本件に当てはめると、ライダルが保護すべきはALECへの投資を行った、自国の企業であるROCOである。つまり、ここではROCOの国籍継続について考えることとなる。ROCOはALECの全財産が差し押さえられたときから株主として配当を受けることが出来ず、法益侵害を受けており、またその当時から国際請求時まで一貫してライダル国籍を有している。

　したがって、ROCOは国籍継続の原則も満たしている。

　以上のように、二つの外交保護権行使のための要件も満たしているため、ライダルはアスパトリアにおいて外交保護権を行使することが出来る。

よって、外国企業であるALECに対してライダルは、ALECの株主である自国民を守るために外交保護権を行使できる。

以上より、ライダルは、アスパトリアにおいて、ライダルの企業の財産を保護するためにBITを援用する地位がある。
Ⅲ-B.アスパトリアによるALECの財産の差し押さえは、BIT 6条に規定されている間接収用であり、間接収用を構成しない要件に該当しないため、違法である。

Ⅲ-B-1.アスパトリアによるALECの財産の差し押さえは、BIT 6条(a)の間接収用に当たる。

BIT 6条(a)には、「直接または収用もしくは国有化と同等の措置を通じて間接的に、投資を収用又は国有化してはならない。」との規定がある。間接収用とは財産の所有権が政府または、第三者に移転せずとも、財産の使用、共有または処分、もしくは支配と管理が奪われる効果を有する措置が収用となるものである
。Tecmed事件では、間接収用の判断に際し、「投資財産の経済的使用と享有を根本的に奪っていること」、「政府の措置がその目的、経済的権利の剥奪およびそのような剥奪を受けた者の正当な期待に照らして合理的であるかどうか」、「措置によって守られる公共の利益と投資財産の法的な保護に均衡したものかどうか」が参照されうると判断された
。

　本件において、アスパトリア政府が訴訟手続きに付随してALECの全財産を差し押さえたことは、財産の使用、享有又は処分、もしくは支配と管理をALECから奪う措置にあたるため、間接収用に該当する。
　また、Tecmed事件での判断方法にも本件を当てはめる。まず、アスパトリア政府はALECの財産を収用することによって会社の経済的使用と享有を根本的に奪っている。さらに、アスパトリア政府の措置は刑事訴追を目的として、非の無いALECの「経済的権利の剥奪およびそのような剥奪を受けた」ALECの従業員の「正当な期待に照らして」不合理な結果をもたらした。また、当該収用の措置の目的をアスパトリアは、NRAにより、排他的許可を持っているMDRを保護することであるとしている。しかし、MDRはアスパトリアから排他的許可を得ているにもかかわらず、諸島の海盆から石油の採掘を何年も行わなかった。一方で、ALEC及びROCOが受けた損害は預金口座及び8000万米ドルのオイルタンカーなど莫大なものであり、訴訟手続きが完了して原状に戻ったとしても7～9年もの歳月を要し、また、それが事実上永久に続くものでさえあるため、その間に得られるはずであった経済的利益に鑑みると、その被害の甚大さは測り知れない。採掘を行わないMDRを保護する利益の大きさとROCOの投資財産であるALECの経済的使用が根本的に奪われたことの重大さを比べると、明らかにALECの全財産差し押さえの方が重大であり、均衡性を欠く。 

以上のように考えても、アスパトリアによるALECの財産の差し押さえは、BIT6条(a)の間接収用に当たる。

Ⅲ-B-2.アスパトリアによるALECの財産の差し押さえは、BIT 6条(a)における、間接収用を構成しない要件には該当しないため、違法な間接収用を構成する。

　BIT 6条(a)によると、間接収用を構成しない要件は「公共の為であり、正当な法の手続きに従い、差別的でない態様で行われるものであり、かつ、迅速、適切かつ実効的な補償を伴う場合
」とされている。一般的に、外国人財産の収用は、原則として既得権を侵害する国際違法行為であり、その収用が公共目的に基づくもので、無差別に行われること、そして、十分、実効的かつ迅速な補償が支払われる場合にのみ、違法ではなくなる
。
　MDRはアスパトリア国内のエネルギー開発事業を行う会社であり、その事業によって国内外のエネルギーの供給シェアの一部を担っている。したがって、仮に、NRAによる諸島における石油採掘事業の排他的許可を持つMDRが、権利を適切に行使していたならば、MDRの事業には高い公共性があり、MDRを保護することは公共のためであると言える。

しかし、MDRはアスパトリアから排他的許可を得ているにもかかわらず、諸島の海盆から石油の採掘を何年も行わなかった
。ゆえに、エネルギー供給に寄与していないMDRを保護することに「公共性」はない。

また、当該差押さえによって、ALECの財産の所有権が事実上永久的に政府に移転することは明白である。さらに、本件においては、ROCOの投資であるALECの財産に対して、「実効的な補償」が行われている事実は一切ない。

従って、アスパトリアの措置は「公共の為」であるとも言えず、「実効的補償」も行われていないため、BIT 6条(a)における収用もしくは間接収用を構成しない要件には該当せず、違法な間接収用を構成する。

Ⅲ-B-3.アスパトリアによるALECの財産の差し押さえは、BIT 6条(b)における、間接収用を構成しない要件にも該当しないため、違法な間接収用を構成する。

　また、BIT 6条(b)によれば、収用は「取られた措置の目的に照らして、誠実に採用され及び適用されたとは合理的に考えられないほど厳しい措置を除き、正当な公共の福祉を守る目的ため考案され、及び実施される締約国の差別的でない措置は間接的な収用を構成しない。」
とされている。

　本件において、前述の通り、石油採掘を行わないMDRを保護する利益と、ALECの全財産を差し押さえることによって将来得られたであろう膨大な利益を比べると、明らかにALECへの措置は「誠実に採用され及び適用されたとは考えられないほど厳しい措置」であると考えられる。また、アスパトリアの刑法典では、差し押さえの要件を「犯罪の助長に供されたか、隠匿に供されたもの」としている。しかし、ALECは全財産を犯罪の助長に使用することもなく、隠してもいない。したがって、アスパトリアにおける刑事裁判に伴うALECの全財産の差し押さえは、差別的な間接収用である。従って「差別的でない措置」ではない。

　以上のように、アスパトリアによる間接収用は「誠実に採用され及び適用されたとは考えられないほど厳しい措置」であり、「差別的でない措置」ではないため、BIT 6条(b)における間接収用を構成しない要件には該当せず、違法な間接収用を構成する。
結論
ライダルは裁判所が以下の通り判決し宣言することを謹んで要求する。
Ⅰ.諸島の主権はライダルに属する。

Ⅱ.ライダルは諸島の独立を実行する措置をとることを、国際法によって許可される。
Ⅲ.ライダルによるMDR入札の不認可は、BITに違反していない。

Ⅳ.ライダルは、アスパトリアでライダルの企業の財産を保護するためにBITを援用する地位がある。
Ⅴ.アスパトリアによるALECの資産の差し押さえは、BITの違反である。
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